
令和２年度電気通信事故に関する検証報告（令和３年９⽉ 22 ⽇報道発表） 
現⾏（公開版） 修正後（⾚下線部が修正箇所） 
第１章 
１．電気通信事故発⽣概況 
 令和２年度においては、重⼤な事故は４件であ
り、これは直近約 20 年間において最低であった令
和元年度の３件に次いで少ない件数であった。他
⽅で、四半期報告事故（詳細な様式による報告
分）の件数は 6,610 件と、前年度から 309 件増
加しており、直近３年間では微増傾向となってい
る。 
（略） 

第１章 
１．電気通信事故発⽣概況 
 令和２年度においては、重⼤な事故は４件であ
り、これは直近約20年間において最低であった令和
元年度の３件に次いで少ない件数であった。他⽅
で、四半期報告事故（詳細な様式による報告
分）の件数は 6,612 件と、前年度から 311 件増
加しており、直近３年間では微増傾向となっている。 
  
（略） 

（１）電気通信事故報告件数 
 令和２年度に発⽣した重⼤な事故については、
表１のとおり、４件であり、前年度の３件から１件
増加している。また、それらの重⼤な事故及び四半
期報告事故（詳細な様式による報告分）の報告
件数は 6,610 件と、前年度の 6,301 件から 309
件増加している。統計的集計が可能となった平成
22 年度 以降では、図１のとおり、平成 23 年度か
ら減少していたが、直近３年間は微増している。 

 
（略） 

（１）電気通信事故報告件数 
 令和２年度に発⽣した重⼤な事故については、表
１のとおり、４件であり、前年度の３件から１件増
加している。また、それらの重⼤な事故及び四半期
報告事故（詳細な様式による報告分）の報告件
数は 6,612 件と、前年度の 6,301 件から 311 件
増加している。統計的集計が可能となった平成 22
年度 以降では、図１のとおり、平成 23 年度から減
少していたが、直近３年間は微増している。 

 
（略） 

  



（２）影響利⽤者数及び継続時間別 
 重⼤な事故及び四半期報告事故の件数を影響
利⽤者数で⾒ると、表２のとおり、総件数 6,610
件のうち、９割強が影響利⽤者数 500 ⼈未満の
事故となっており、これは直近５年間と同様の傾向
となっている。 
また、継続時間で⾒ると、継続時間が２時間以上
５ 時 間 未 満 の 事 故 に つ い て は 、 3,223 件
（50.3％）と、直近５年間と同様に半数を占めて
おり、事故収束まで 12 時間以上かかった事故につ
いても、1,728 件（26.2％）と、直近５年間と同
様に全体の３割近くを占めている。 
（略） 

（２）影響利⽤者数及び継続時間別 
 重⼤な事故及び四半期報告事故の件数を影響
利⽤者数で⾒ると、表２のとおり、総件数 6,612
件のうち、９割強が影響利⽤者数 500 ⼈未満の
事故となっており、これは直近５年間と同様の傾向
となっている。 
また、継続時間で⾒ると、継続時間が２時間以上
５ 時 間 未 満 の 事 故 に つ い て は 、 3,325 件
（50.3％）と、直近５年間と同様に半数を占めて
おり、事故収束まで 12 時間以上かかった事故につ
いても、1,728 件（26.2％）と、直近５年間と同
様に全体の３割近くを占めている。 
（略） 

 

（３）サービス別 
四半期報告事故をサービス別に⾒ると、図２のと

おり「データ通信サービス」の件数が 8,853 件
（65％）と最も多く発⽣しており、そのうち、「インタ
ーネット接続サービス（固定）」が 3,443 件
（49％）と最も多く、次いで「固定アクセスサービ
ス」が 2,000 件（23％）、「移動アクセスサービス」
が 1,481 件（17％）となっている。 

（略） 

 
（図２）サービス別電気通信事故発⽣状況 

（３）サービス別 
四半期報告事故をサービス別に⾒ると、図２のと

おり「データ通信サービス」の件数が 8,535 件
（65％）と最も多く発⽣しており、そのうち、「インタ
ーネット接続サービス（固定）」が 3,444 件
（40％）と最も多く、次いで「固定アクセスサービ
ス」が 2,000 件（23％）、「移動アクセスサービス」
が 1,481 件（17％）となっている。 
 （略） 

 

（図２）サービス別電気通信事故発⽣状況 
（４）発⽣要因別 
 四半期報告事故を発⽣要因 別で⾒ると、図３
のとおり他の電気通信事業者の設備障害による事
故など、⾃社以外の要因（外的要因）が 4,072

（４）発⽣要因別 
 四半期報告事故を発⽣要因 別で⾒ると、図３
のとおり他の電気通信事業者の設備障害による事
故など、⾃社以外の要因（外的要因）が 4,073



件（62％）と最も多く、そのうち、他の電気通信事
業者の事故によるものが 3,610 件（89％）と外
的要因の⼤半を占めている。 
次いで、⾃然故障等の設備的な要因（設備要
因）が 2,250 件（34％）となっており、そのうち、
⾃然故障が 2,156 件と設備要因の 96％を占めて
いる。 
（略） 

 
（図３）発⽣要因別電気通信事故発⽣状況 

件（62％）と最も多く、そのうち、他の電気通信事
業者の事故によるものが3,610件（89％）と外的
要因の⼤半を占めている。 
次いで、⾃然故障等の設備的な要因（設備要
因）が 2,251 件（34％）となっており、そのうち、
⾃然故障が 2,157 件と設備要因の 96％を占めて
いる。 
（略） 

 

（図３）発⽣要因別電気通信事故発⽣状況 

（５）故障設備別 
四半期報告事故を故障設備別で⾒ると、図４

のとおり故障設備が明確な 4,146 件のうち、伝送
交換設備に起因する事故が 2,072 件（49％）と
最も多く、そのうち、加⼊者収容装置の事故が
1,050 件（51％）と伝送交換設備の半数を占め
ており、次いで、レイヤ３スイッチ・ルータが 214 件
（10％）、レイヤ２スイッチが 85 件（4％）となっ
ている。 
 （略） 

 
（図４）故障設備別電気通信事故発⽣状況 

（５）故障設備別 
四半期報告事故を故障設備別で⾒ると、図４の

とおり故障設備が明確な 4,201 件のうち、伝送交
換設備に起因する事故が 2,081 件（50％）と最
も多く、そのうち、加⼊者収容装置の事故が 1,050
件（50％）と伝送交換設備の半数を占めており、
次 い で 、 レ イ ヤ ３ ス イ ッ チ ・ ル ー タ が 216 件
（10％）、レイヤ２スイッチが 92 件（4％）となっ
ている。 

（略） 

 
（図４）故障設備別電気通信事故発⽣状況 

２．経年変化の分析（過去５年間の傾向） 
（略） 

２．経年変化の分析（過去５年間の傾向） 
（略） 



  

 
（略） 

 

 

（略） 

 

 



（略） 

 
（図８）継続時間別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

 
（図９）継続時間別 年度毎の事故発⽣件数の推移 

（略） 

 
（図８）継続時間別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

 
（図９）継続時間別 年度毎の事故発⽣件数の推移 

 
（図 10）継続時間 24 時間以上の事故発⽣件数の推移 

 

（図 10）継続時間 24 時間以上の事故発⽣件数の推移 

（略） 

 
（図 11）サービス別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

 
（図 12）サービス別 年度毎の事故発⽣件数の推移 

（略） 

 
（図 11）サービス別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

 
（図 12）サービス別 年度毎の事故発⽣件数の推移 



図 13（略） 

 
（図 14）IP 電話サービスの事故発⽣件数の推移 

図 13（略） 

 
（図 14）IP 電話サービスの事故発⽣件数の推移 

（略） 

 
（図 15）発⽣要因別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

 

（図 16）発⽣要因別 年毎の事故発⽣件数の推移 

（略）（図 17）（略） 

（略） 

 
（図 15）発⽣要因別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

 
（図 16）発⽣要因別 年毎の事故発⽣件数の推移 

（略）（図 17）（略） 
（略） 

 
（図 18）故障設備別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 

（略） 

 
（図 18）故障設備別 四半期毎の事故発⽣件数の推移 



 

 
（図 19）故障設備別 年度毎の事故発⽣件数の推移 

図 20（略） 

 

（図 19）故障設備別 年度毎の事故発⽣件数の推移 

図 20（略） 



令和２年度電気通信事故に関する検証報告（概要版）（令和３年９⽉ 22 ⽇報道発表） 
現⾏（公開版） 修正後（⾚下線部が修正箇所） 

  

  

  

  

※３ 



 
  



電気通信サービスの事故発⽣状況（令和２年度）（令和３年９⽉ 22 ⽇報道発表） 
現⾏（公開版） 修正後（⾚下線部が修正箇所） 
1 報告の概要 

 
（略） 

1 報告の概要 

 
（略） 

２ （略） ２ （略） 
３ 事故全体の状況 
(1) 影響利⽤者数及び継続時間 
・総件数は 6,610 件（前年度⽐＋309 件）に
増加した。 
・影響利⽤者数で⾒た場合、影響利⽤者数が
500 ⼈未満の⼩規模な事故件数は、6,116 件
（前年度⽐で＋346 件）であり、総件数の約
93％（前年度⽐＋１ポイント）を占めた。影響
利⽤者数が３万⼈以上の事故件数は、54 件
（前年度⽐－12 件）であり、総件数の約１％
（前年度⽐±０ポイント）であった。 
・継続時間で⾒た場合、継続時間が２時間以上
の事故件数は、6,469 件（前年度⽐＋221
件）であり、総件数の約 98％（前年度⽐－1 ポ
イント）を占めた。 

 

（略） 

３ 事故全体の状況 
(1) 影響利⽤者数及び継続時間 
・総件数は 6,612 件（前年度⽐＋311 件）に増
加した。 
・影響利⽤者数で⾒た場合、影響利⽤者数が 500
⼈未満の⼩規模な事故件数は、6,118 件（前年
度⽐で＋348 件）であり、総件数の約 93％（前
年度⽐＋１ポイント）を占めた。影響利⽤者数が
３万⼈以上の事故件数は、51 件（前年度⽐－
15 件）であり、総件数の約１％（前年度⽐±０ポ
イント）であった。 
・継続時間で⾒た場合、継続時間が２時間以上の
事故件数は、6,571 件（前年度⽐＋323 件）で
あり、総件数の約 99％（前年度⽐同）を占めた。 
 

 

（略） 
(2) サービス別の内訳 
・事故が発⽣したサービスの合計件数※に占め
る「データ通信サービス」の事故件数の割合は
65％（前年度⽐－１ポイント）、「⾳声サービ

 (2) サービス別の内訳 
・事故が発⽣したサービスの合計件数※に占める
「データ通信サービス」の事故件数の割合は 65％
（前年度⽐－１ポイント）、「⾳声サービス」の事



ス」の事故件数の割合は 25％（前年度⽐＋
１ポイント）で､「データ通信サービス」の事故が
⾼い割合を占めた。 
・⾳声サービスの事故の内訳については、「固定
通信」の事故件数の割合が 51％（前年度⽐
＋１ポイント）、「移動通信」の事故件数の割
合が 44％（前年度⽐＋１ポイント）であった。 
・データ通信サービスの事故の内訳については、
「固定通信」の事故件数の割合が 64％（前年
度⽐＋７ポイント）で、「移動通信」の事故件
数の割合が 17％（前年度⽐±０ポイント）で
あった。 
 

※ １件の事故で複数のサービスの停⽌⼜は品質
の低下が発⽣している場合があるため、停⽌⼜は
品質の低下が発⽣したサービスの合計件数は、事
故発⽣件数より多い 13,450 件となっている。 
 
① サービス別の事故発⽣件数の⽐較 

 

（略） 
②（略） 

故件数の割合は 25％（前年度⽐＋１ポイン
ト）で､「データ通信サービス」の事故が⾼い割合を
占めた。 
・⾳声サービスの事故の内訳については、「固定通
信」の事故件数の割合が 51％（前年度⽐＋１
ポイント）、「移動通信」の事故件数の割合が
44％（前年度⽐＋１ポイント）であった。 
・データ通信サービスの事故の内訳については、
「固定通信」の事故件数の割合が 63％（前年
度⽐＋6 ポイント）で、「移動通信」の事故件数
の割合が 17％（前年度⽐±０ポイント）であっ
た。 
 

※ １件の事故で複数のサービスの停⽌⼜は品質の
低下が発⽣している場合があるため、停⽌⼜は品質
の低下が発⽣したサービスの合計件数は、事故発⽣
件数より多い 13,132 件となっている。 
 
① サービス別の事故発⽣件数の⽐較 

 

（略） 
②（略） 

③ データ通信サービスの事故（8,853 件）の内
訳

 
（略） 

③ データ通信サービスの事故（8,535 件）の内訳 
 

 

（略） 



(3) 発⽣要因別の内訳 
（略） 
※ １件の事故で複数の発⽣要因がある場合

であっても、主たる発⽣要因のみで集計して
いる（6,608 件）。 

 

（略） 

(3) 発⽣要因別の内訳 
（略） 

※ １件の事故で複数の発⽣要因がある場合であっ
て も 、 主 た る 発 ⽣ 要 因 の み で 集 計 し て い る 。
（6,612 件）。 

 
 
 
（略） 

(4) 故障設備別の内訳 
・故障設備が明確な事故件数※に占める「伝送
交換設備」（サーバ設備を除く）の故障による
事故件数の割合は 49％（前年度⽐＋３ポイ
ント）、「伝送路設備」の故障による事故件数
の割合は49％（前年度⽐－５ポイント）、「サ
ーバ設備」の故障による事故件数の割合は６％
（前年度⽐＋１ポイント）であった。 
・伝送交換設備（サーバ設備を除く）の故障に
よる事故の内訳については、「加⼊者収容装置」
の故障による事故件数の割合が 51％（前年
度⽐＋３ポイント）、伝送路設備の故障による
事故の内訳については、「加⼊者系ケーブル」の
故障による事故件数の割合が 59％（前年度
⽐－４ポイント）で、昨年に引き続き最⼤の割
合を占め続けている。 

※ 事故の総件数（6,610 件）から、発⽣原因
が「他の電気通信事業者の事故による要因」等
のため故障設備が不明な事故（2,464 件）を
除いた、故障設備が明確な事故件数（4,146
件）。なお、「他の電気通信事業者の事故によ
る要因」による事故であっても、故障設備が明確
な事故は含まれている。 

(4) 故障設備別の内訳 
・故障設備が明確な事故件数※に占める「伝送
交換設備」（サーバ設備を除く）の故障による
事故件数の割合は 50％（前年度⽐＋4 ポイン
ト）、「伝送路設備」の故障による事故件数の
割合は 39％（前年度⽐－５ポイント）、「サー
バ設備」の故障による事故件数の割合は６％
（前年度⽐＋１ポイント）であった。 
・伝送交換設備（サーバ設備を除く）の故障に
よる事故の内訳については、「加⼊者収容装置」
の故障による事故件数の割合が 50％（前年度
⽐＋2 ポイント）、伝送路設備の故障による事
故の内訳については、「加⼊者系ケーブル」の故
障による事故件数の割合が 59％（前年度⽐
－４ポイント）で、昨年に引き続き最⼤の割合
を占め続けている。 

※ 事故の総件数（6,612 件）から、発⽣原因が
「他の電気通信事業者の事故による要因」等のた
め故障設備が不明な事故（2,411 件）を除い
た、故障設備が明確な事故件数（4,201 件）。
なお、「他の電気通信事業者の事故による要因」
による事故であっても、故障設備が明確な事故は
含まれている。 



 

 

（略） 

 

（略） 


